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本区の財政基盤を支える一般財源歳入（特別区民税、特別区財政調整交付金など）は、景気の

動向に大きく左右されます。社会経済や行政需要の変化に適切に対応し、安定的な行政サービス

を維持していくためには、財政構造の弾力性を確保していく必要があります。 

これまでの財政健全化に向けた取組や、本区が推進してきた様々な施策の推進、人口増などに

よる特別区民税歳入の増加などにより、令和４年度末には、基金残高 507 億円が借入金残高 211

億円を 296 億円上回り、過去最大の貯金超過を達成しました。少なくとも今後数年間の喫緊な需

要に的確に応えることのできる健全な財政基盤を構築することができました。   

収束が見通せない物価高騰の影響下においても、引き続き区民生活の維持・向上や区内事業者

への支援を行いながら、計画的な財政運営に取り組んでいきます。 

 

 

  
中長期的に持続可能な財政構造を維持するために、経常収支比率の改善や、財政調整基金残高

の確保、「貯金」と「借金」のバランスの維持に努めていきます。 

 
 
 
 
 
経常収支比率は、人件費や公 

債費のように簡単に縮減する

ことが困難な「経常的経費」に

住民税などの経常一般財源が

どの程度費消されているかに

よって財政構造の弾力性を測

定しようとするものです。 

経常的経費に充てる経常一

般財源の割合が少ない程、臨時

に発生する需要に充てること

ができる財源が多くなり、経済

や社会の変化、区民需要にも適

時・適切に対応することができ

ることになります。 

 

 

 

 

 

 

財財政政指指標標等等にによよるる目目標標のの設設定定  
 

①① 経経常常収収支支比比率率（（財財政政構構造造のの弾弾力力性性のの維維持持））  

経常収支比率
　　　　　　（％）

＝
経常的経費充当一般財源の額

経常一般財源総額 ×100

計画的・安定的な財政運営 

 

３ 

経常収支比率の推移 

未未来来戦戦略略推推進進ププラランン２２００２２４４ 

 

 

精鋭による執行体制を推進します。 

全ての職員が共に働く職員の働き方を理解し、互いに能力を発揮し、誰もが活躍できる職場環

境をつくります。 

 

［主な取組］柔軟な定員管理／人材育成と職場環境整備 

 

（３） デジタルガバメントの構築 
区民のニーズに応じた多様なサービスの提供や、業務改革、職員の働き方改革などを、デジタ

ル･トランスフォーメーション（DX）の視点から推進します。 

デジタル技術を活用した地域課題の解決に向けて、地域の様々な主体による公共データの積極

的な利活用を促進します。 

 

［主な取組］区民サービスのデジタル化／デジタルを活用した業務改革／民間との協働・デー 

タ利活用による新たなまちづくり／職員や区民の ICTリテラシーの向上 

 

（４） 持続可能な財政構造の確立 
必要な財政需要に確実に対応できる、計画的かつ安定的で持続可能な財政運営を継続します。 

財源確保の取組を行いながら、適切な収納対策により、区税や保険料などの収入が安定して確

保され、行政サービスの利用においても、受益者負担の適正化を保っていきます。 

 

［主な取組］計画的・安定的な財政運営／歳入確保の取組 

 

（５） まちの魅力を高め、区民の生活を支える戦略的な情報発信 
進化するデジタルツールの特性を有効に活用し、必要な区政情報を誰もが手軽に利用できる情

報発信を実現します。 

地域の魅力を最大限に引き出し、その魅力を国内外に戦略的に発信することにより、世界を魅

了し、まちの価値を高め、区民の皆さんの誇りや愛着を醸成し続けます。 

 

［主な取組］多様な媒体を活用した効果的な情報発信／国内外への戦略的な広報の推進／ 

広報マインドをもった職員の育成 

 

（６） 公共施設等の総合的かつ計画的なマネジメントの推進 
必要な区民サービスを持続的に提供しつつ、健全性や安全性を保っていくため、建物とインフ

ラを含めた公共施設等を総体的かつ中長期的な視点から管理・運営・活用をしていきます。 

 

［主な取組］公共施設等マネジメントの推進／施設の適正管理等の方針 
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未未来来戦戦略略推推進進ププラランン２２００２２４４ 

 

 

本区の経常収支比率は、平成 11 年度には 98.5％となるなど財政構造は弾力性を失っていまし

たが、財政調整交付金の増加や人件費の縮小などの効果によって、平成 18 年度には 75.9％まで

改善しました。その後一旦上昇したあと、平成 29 年度までは５年連続で 80％未満を維持しまし

た。令和４年度は、特別区税、特別区財政調整交付金の増などにより、経常一般財源歳入が増加

したため、前年度比で 0.6 ポイント改善し 80.6％となりました。  

        現在               令和８（2026）年度の目標 

 

 

 

  目目標標達達成成にに向向けけてて  

 特別区民税など一般財源の収入の確保に努める。 

 職員定数及び人件費の適正管理に努める。 

 将来の財政負担を見据えた、計画的な区債発行に努める。 

 

 

 

財政調整基金は、大幅な税収増や剰余金が

あった場合に積立て、景気変動等による著し

い財源不足の場合に取り崩し、年度間の財源

の調整を行うことにより、財政の健全な運営

を図ることを目的としています。近年の本区

の一般財源歳入（区税や財政調整交付金など）

は景気変動により、単年度で 40～50 億円程

度増減していることから、数年間の一般財源

歳入の変動にも対応するためには、最低でも

150 億円程度（標準財政規模の２割以上）の

積立金が必要です。 

令和３年度と令和４年度は、当初の想定を上回る一般財源歳入があったため、補正予算により

財政調整基金への積み増しを行いました。この結果、令和４年度の残高は 187 億円となり、標準

財政規模に対する本基金残高の比率も、標準財政規模の 24.2％を確保しました。 

 

        現在                 令和８（2026）年度の目標 

 

 

 

    

  

目目標標達達成成にに向向けけてて  

 可能な限り積立を行うとともに、取り崩しを最小限に抑えるような財政運営を行う。 

 財政調整基金条例第２条第１項に基づき、決算純剰余金の全額を直接財政調整基金に編入

し積立をする。 

7700～～8800％％のの  

適適正正範範囲囲のの維維持持  

 

複複数数年年ににわわたたるる年年度度間間のの  

財財源源調調整整がが可可能能なな積積立立額額  

標標準準財財政政規規模模のの２２割割以以上上  

（（令令和和 44年年度度はは 115544億億円円以以上上））  

 

②②財財政政調調整整基基金金積積立立額額（（財財源源調調整整機機能能のの確確保保））  

令令和和４４年年度度末末  

118877 億億円円  

2233区区中中 2200位位  

（（標標準準財財政政規規模模のの 2244..22％％））  

 

8800..66％％  

2233区区中中 1199位位  

標準財政規模に対する財政調整基金残高の比率 
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平成 11 年度末に 872 億円と過去最高だった借入金総額（22 年度に完済した土地開発公社の分

割償還金等を含む）は、平成 25 年度末には 218億円まで縮減しました。一方で、全ての実質的な

基金は合計で 236 億円となり、平成２年度以来 23年ぶりに「貯金」が「借金」を上回る状況を達

成することができました。 

令和４年度末の基金残高は 507 億円となり、令和４年度末起債残高 211 億円と比較すると「貯

金」が「借金」を 296 億円超過することになりました。  

区民生活の向上やまちの発展を実現するには、当面、基金を活用することになるため、貯金超

過額の縮小も想定されますが、区民生活をしっかりと支えながら、「貯金」と「借金」のバランス

の維持に努めていきます。 

現在                令和８（2026）年度の目標 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

目目標標達達成成にに向向けけてて  

 基金の計画的かつ積極的な積み増しに努める。 

 将来の財政負担を見据えた、計画的な区債発行に努める。 

  

  

基基金金残残高高とと起起債債残残高高のの  

ババラランンススのの維維持持 

③③ババラランンススのの取取れれたた基基金金残残高高（（貯貯金金））とと起起債債残残高高（（借借金金））  

令令和和４４年年度度末末  

229966 億億円円貯貯金金超超過過  

基基金金残残高高 550077 億億円円  

起起債債残残高高 221111 億億円円  

  

基金残高と起債残高の推移 

貯金 507億円 

借金 211億円 

借金 872億円 

836億円の

借金超過 

貯金 36億円 

296億円の貯金超過 

未未来来戦戦略略推推進進ププラランン２２００２２４４ 
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